様式３－１
　　　　令和　　年　　月　　日

(宛名)山形市長

住　　　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

誓　約　書


　　観光再始動事業コンテンツ企画・造成等業務公募型プロポーザルに参加するにあたり、次の誓約事項について、誓約します。

誓約事項

１　旅行業法に基づく第１種旅行業者であること。

２　実施要領２⑵に掲げるターゲット国に、支社、支店、営業所のほか、当該国の法律に従って自社が出資する現地法人等を設立するなど、自社による販売体制を有する法人であること。

３　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないこと。

４　会社更生法（平成14年法律第154号）の規定に基づく再生手続き開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定に基づく再生手続き開始の申立てが行われていないこと。

５　会社法（平成17年法律第86号）第475条若しくは第644号の規定に基づく清算の開始、又は破産法（平成16年法律第75号）第18条若しくは第19条の規定に基づく破産開始の申立てが行われていないこと。

６　山形市契約規則（昭和39年市規則第18号）第25条第2項に規定する競争入札参加資格者名簿に記載されている法人であり、本市の指名停止期間中でないこと。

７　山形市暴力団排除条例（平成23年山形市条例第25号）第2条に規定する暴力団、暴力団員又
はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を有していない。

８　宗教活動又は政治活動を主たる目的としていないこと。

９　税を滞納していないことを誓約し、また、業務期間中に納付状態について調査されることに同意すること。


様式３－２（共同で参加する場合）
　　　　令和　　年　　月　　日

(宛名)山形市長

住　　　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

誓　約　書


　　観光再始動事業コンテンツ企画・造成等業務公募型プロポーザルに参加するにあたり、次の誓約事項について、誓約します。

誓約事項

１　旅行業法に基づく第１種旅行業者が含まれていること。

２　実施要領２⑵に掲げるターゲット国に、支社、支店、営業所のほか、当該国の法律に従って自社が出資する現地法人等を設立するなど、自社による販売体制を有する法人が含まれていること。

３　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないこと。

４　会社更生法（平成14年法律第154号）の規定に基づく再生手続き開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定に基づく再生手続き開始の申立てが行われていないこと。

５　会社法（平成17年法律第86号）第475条若しくは第644号の規定に基づく清算の開始、又は破産法（平成16年法律第75号）第18条若しくは第19条の規定に基づく破産開始の申立てが行われていないこと。

６　山形市契約規則（昭和39年市規則第18号）第25条第2項に規定する競争入札参加資格者名簿に記載されている法人であり、本市の指名停止期間中でないこと。

７　山形市暴力団排除条例（平成23年山形市条例第25号）第2条に規定する暴力団、暴力団員又
はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を有していない。

８　宗教活動又は政治活動を主たる目的としていないこと。

９　税を滞納していないことを誓約し、また、業務期間中に納付状態について調査されることに同意すること。
※１の資格を有する法人は、様式３－１を提出すること。
